
 

 

 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下、入契法という。）」建設

業者は入札時に入札金額の内訳を記載した書類を提出することとされていますが、同法第

12 条の改正により、その内訳に、材料費、労務費、法定福利費の事業主負担額、建退共

制度の掛金及び安全衛生経費（以下「必要事項」）の記載が義務付けられました。 

それに伴い、工事請負契約の入札において、提出された入札金額の内訳に必要事項が記

載されているかの確認を行いますので、内訳書の作成に当たっては下記の点にご注意くだ

さい。 

 記 

 

１ 本市が提供する「見積参考資料」又は「参考数量内訳書」等を基に内訳書を作成する場合 

 ・「見積参考資料」又は「参考数量内訳書」等には、必要事項の欄を含む、又は「必要

事項記載シート」も併せて添付されていますので、内訳書の作成に当たっては必要事

項の欄も必ず記載してください。 

 

2 独自の様式により内訳書を作成する場合 

 ・独自の様式により内訳書を提出することも可能ですが、作成に当たっては本お知らせ

に添付した「必要事項記載シート」も作成し、内訳書と合わせて一つのデータとして

提出してください。 

 

3 その他 

 ・材料費、労務費、建退共制度の掛金及び安全衛生経費について、市場単価方式や標準

単価方式等を活用している場合等により算出が困難な場合に限り、「算出不能」「計上

不可」「一部のみ計上」等、その旨が分かるように記載してください。 

  (法定福利費の事業主負担額については金額の記載が必要です) 

・電子調達システムにおいて入札の際に内訳書として添付できるデータは一つとなって

います。上記 1の見積参考資料等において、必要事項記載シートが内訳書と別データ

となっている場合や上記 2の場合において、必要事項記載シートを作成した際は、内

訳書と合わせて一つのデータとして提出してください。 

【例】Excel データで本シートを差し込む、PDF によりデータを結合する、圧縮フ

ォルダ（zip）でまとめる等 

・内訳書の確認の結果、記載内容について問い合わせを行うことや、内訳の再提出を求

めることがあります。 

 ・必要事項記載シートのみの提出では内訳書として認められませんので従前どおりの詳

細な内訳内容も含んで作成してください。 

工事請負契約における入札金額の内訳の記載について 

                                                       


